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大阪市天王寺区役所窓口案内業務従事者派遣（長期継続） 

仕様書 

 

 本仕様書は、大阪市天王寺区役所（以下「派遣先」という。）における窓口案内業務

従事者派遣について定めるものである。 

 

１ 派遣期間 

   令和６年 12月１日から令和９年 11月 30日まで 

 

２ 派遣人員 

Ａ勤務１名、Ｂ勤務１名 

 

３ 従事場所 

   大阪市天王寺区役所庁舎 １階正面玄関付近案内窓口 

（大阪市天王寺区真法院町 20番 33号） 

 

４ 従事日 

上記１に定める派遣期間のとおり。 

ただし、日曜日及び土曜日、「国民の祝日に関する法律」（昭和 23 年法律第 178

号）に規定する休日及び年末年始（12月 29日から翌年１月３日までの日）を除く。 

 

５ 従事時間 

（１） 月曜日～木曜日 午前９時 00分から午後５時 30分までの交代制 

・Ａ勤務：午前９時 00分から午後１時 15分まで（４時間 15分） 

・Ｂ勤務：午後１時 15分から午後５時 30分まで（４時間 15分） 

（２） 金曜日 午前９時 00分から午後７時 00分までの交代制 

・Ａ勤務：午前９時 00分から午後２時 00分まで（５時間） 

・Ｂ勤務：午後２時 00分から午後７時 00分まで（５時間） 

 

６ 従事体制 

人数は、Ａ勤務１名、Ｂ勤務１名とする。 

上記５に定める時間（Ａ勤務・Ｂ勤務）での交代制であるが、派遣元事業主の雇

用する労働者（以下「派遣労働者」という。）が従事できないときは､派遣元事業主

の責任で代替者を派遣することとし、従事時間帯には必ず常時１名を従事させるこ

と。 

 

７ 業務内容 

（１）来庁者に対する各担当窓口の案内。 

（２）来庁者からの簡易な問合せへの対応。 
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（３）資料を用いた行政情報及び地域に関する情報等の提供。 

  （４）区民情報コーナーのパンフレット・チラシ等の整理。 

  （５）来庁者用テレビ等区民情報コーナー内の映像機器の電源の入切。 

（６）雨天時における傘立て、傘袋装着機等の設置及び収納（傘袋の補充含む）。 

（７）業務日誌の作成。 

（８）その他状況に応じて必要とする業務。 

 

８ 派遣労働者の条件 

 接遇業務に精通していることはもとより、派遣先の所管事務事業及び庁舎のレイ

アウトを習熟するとともに、来庁者のニーズを的確に理解し、迅速・適切な案内を

行う能力があると明確に認められる者とし、契約期間中は原則として同一人物を派

遣すること。 

また、日常英会話等の対応や簡易な手話通訳が可能な者が望ましい。 

 

９ 派遣労働者の服装等 

（１） 服装は、本市の信用を損なわない適切な服装の着用、不快感を与えない身

だしなみとするとともに、派遣元事業主の負担で、名札を着用する等その

身分を明確にするための措置をとり、従事時間中に来庁者から派遣労働者

であること（本市職員及び委託業者との差別化）が認識できるようにして

おくこと。 

（２） その他服装等に関わる事項は、事前に派遣先と協議し承認を得ること。 

 

10 派遣労働者が従事する業務に伴う責任の程度 

   派遣労働者が従事する業務に伴う責任の程度は、役職及び部下を有さないものと 

する。 

 

 

11 派遣労働者の注意事項 

（１） 来庁者への対応は、明瞭な声と明るい笑顔で挨拶し、おもてなしの心と品

位を持って、親切・丁寧に行うこと。 

（２） 従事時間中は、私語を慎み、品位の保持に努めること。 

（３） 公共施設で業務に従事することを自覚し、来庁者に安心と信頼感を与える

よう努めなければならない。職務の遂行を怠るような行為、市民に誤解を

与える行為をしないこと。 

（４） 案内窓口は、常に整理整頓し、清潔に保つこと。 

（５） 従事時間中において、喫煙及びたばこの携行は禁止とする。また、従事時

間外であっても、敷地内での喫煙は禁止とする。 

（６） 業務上知り得た個人情報及び機密情報等については、派遣期間中及び当該

期間終了後においても絶対に他に漏らしてはならない。 



－ 3 － 

 

（７） 業務遂行中に不明な点が生じたときは、必ず派遣先担当者の指示を受ける

こと。 

（８） Ａ勤務・Ｂ勤務の交代の際には、派遣労働者間で連絡事項や引継事項の申

し送りを必ず行うこと。 

（９） 事故等が発生したときは、直ちに派遣先担当者に報告すること。 

 

12 派遣労働者への研修・指導 

（１） 派遣元事業主は、派遣先と協議のうえ、派遣労働者に対し当該業務に必要

な研修等を行うとともに、随時業務の遂行状況を査察、指導しなければな

らない。契約締結日以前に実地研修を行う場合は、日程・内容等について

派遣先と十分に協議を行うこと。 

（２） 派遣先は、派遣元事業主から派遣労働者に対して業務の遂行に必要な能力

を付与するための教育訓練の実施の求めがあったときは、これを実施する

こと。 

（３） 派遣元事業主は、派遣労働者がさまざまな人権問題について正しい認識を

持って業務を遂行するよう、適切な研修を実施すること。また、研修終了

後速やかに「人権問題研修実施報告書」（様式不問）を本仕様書第 18 項に

記載の担当へ提出すること。 

（４） 研修にかかる一切の経費は派遣元事業主の負担とする。 

（５） 円滑な業務遂行のため、案内・問い合わせ・情報提供など基本事項につい

ては、派遣元事業主の責任において万全の体制を整えること。 

 

13 業務報告義務 

派遣労働者は、派遣先が別途定める業務日誌に実施した業務の状況を記載し、派

遣労働者間での申し送りを行うとともに、派遣先担当者への連絡事項並びに特記事

項等がある場合はその旨を記載し、本仕様書第 18項に記載の担当へ提出すること。 

 

14 派遣労働者の通知 

   派遣元事業主は、派遣労働者の氏名その他労働者派遣事業の適正な運営の確保及

び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和 60 年法律第 88 号）（以下「労働者派遣

法」という。）及び同法施行規則（昭和 61年労働省令第 20号）（以下「労働者派遣

法施行規則」という。）に定める事項を派遣先に通知すること。 

 

15 派遣元事業主の注意事項 

（１） 派遣元事業主は、業務全般に関し、最低賃金法（昭和 34年法律第 137号）、

労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）、個人情報の保護に関する法律(平成

15年法律第 57号)その他関係法令を遵守しなければならない。 

（２） 派遣労働者の健康保険等、雇用にかかる各種保険加入手続きは派遣元事業

主が行うこと。また、各種保険料及び交通費等雇用にかかる経費は派遣元
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事業主の負担とし、対象者については社会保険に加入させること。 

（３） 派遣元事業主は、労働者派遣法施行規則第 27条の２第１項第１号から第３

号の届が当該書類を届け出るべきこととされている行政機関に提出されて

いることの有無を通知すること。当該書類の提出がされていないことを派

遣先に通知するときは、当該書類が提出されていない具体的な理由を付す

こと。 

（４） 派遣労働者については、労働者派遣法第 30条の４第１項の労使協定の対象

となる派遣労働者に限定する。ただし、無期雇用派遣労働者又は 60歳以上

の者には限定しない。 

 

16 履行の届出及び検査 

派遣元事業主は、履行報告書及び毎月の派遣労働者勤務が確認できるものを、翌

月第５開庁日までに派遣先に提出し、検査を受けること。 

 

17 その他 

（１） 労働者派遣にあたっては、本仕様書の内容を十分に検討し、疑義のある場

合は指定の方法によりよく質し、その内容を熟知すること。 

特に、派遣労働者の選定にあたっては、本仕様書の内容を熟読のうえ、業

務に適した者を派遣することができるよう十分配慮すること。 

（２） 派遣労働者が自転車で通勤する場合は、事前に派遣先に届出をし、承認を

得たうえで指定場所に駐輪すること。（車、バイクでの通勤は認めない。） 

（３） 契約締結後における仕様書の解釈については本市の解釈によるものとする。 

（４） 本仕様書に定めのない事項については、派遣先及び派遣元事業主が労働者

派遣法等の定めるところによるほか、信義誠実の原則に従い協議して定め

る。 

 

18 担当・問合せ先 

   〒543-8501 大阪市天王寺区真法院町 20番 33号 

         大阪市天王寺区役所企画総務課 

         電話：06-6774-9625 

         E‐mail：ti0001@city.osaka.lg.jp
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暴力団等の排除に関する特記仕様書 

 

１ 暴力団等の排除について     

(1) 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下同じ。）は、 

  大阪市暴力団排除条例（平成 23年大阪市条例第 10号。以下「条例」という。）第 2条第 2 

号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第 3号に規定する暴力団密接 

関係者（以下「暴力団密接関係者」という。）に該当すると認められる者と下請契約、資材・ 

原材料の購入契約又はその他の契約をしてはならない。 

(2) 受注者は、条例第 7条各号に規定する下請負人等（以下「下請負人等」という。）に、暴 

力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入 

契約又はその他の契約をさせてはならない。 

また、受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる 

者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をした場合は当該契約を解除さ 

せなければならない。  

(3) 受注者は、この契約の履行にあたり暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めら 

れる者から条例第 9条に規定する不当介入（以下「不当介入」という。）を受けたときは、 

速やかに、この契約に係る本市監督職員若しくは検査職員又は当該事務事業を所管する担 

当課長（以下「監督職員等」という。）へ報告するとともに、警察への届出を行わなければ 

ならない。 

また受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者 

から不当介入を受けたときは、当該下請負人等に対し、速やかに監督職員等へ報告すると 

ともに警察への届出を行うよう、指導しなければならない。 

(4) 受注者及び下請負人等が、正当な理由なく本市に対し前号に規定する報告をしなかった 

と認めるときは、条例第 12条に基づく公表及び大阪市競争入札参加停止措置要綱による停 

止措置を行うことがある。 

(5) 受注者は第 3号に定める報告及び届出により、本市が行う調査並びに警察が行う捜査に 

  協力しなければならない。 

(6) 発注者及び受注者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者からの 

不当介入により契約の適正な履行が阻害されるおそれがあるときは、双方協議の上、履行 

日程の調整、履行期間の延長、履行内容の変更その他必要と認められる措置を講じること 

とする。 

 

２ 誓約書の提出について 

    受注者及び下請負人等は、暴力団員又は暴力団密接関係者でないことをそれぞれが表明 

した誓約書を提出しなければならない。ただし、発注者が必要でないと判断した場合はこ 

の限りでない。 
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特記仕様書 

 

（条例の遵守） 

第１条 受注者および受注者の役職員は、当該業務の履行に際しては、「職員等の公正な職務の

執行の確保に関する条例」（平成 18年大阪市条例第 16号）（以下「条例」という。）第 5条に

規定する責務を果たさなければならない。 

 

（公益通報等の報告） 

第２条 受注者は、当該業務について、条例第２条第１項に規定する公益通報を受けたときは、

速やかに、公益通報の内容を発注者へ報告しなければならない。 

２ 受注者は、公益通報をした者又は公益通報に係る通報対象事実に係る調査に協力した者から、

条例第 12条第１項に規定する申出を受けたときは、直ちに、当該申出の内容を発注者へ報告

しなければならない。 

 

（調査の協力） 

第３条 受注者及び受注者の役職員は、発注者又は大阪市公正職務審査委員会が条例に基づき行

う調査に協力しなければならない。 

 

（公益通報に係る情報の取扱い） 

第４条 受注者の役職員又は受注者の役職員であった者は、正当な理由なく公益通報に係る事務

の処理に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（発注者の解除権） 

第５条 発注者は、受注者が、条例の規定に基づく調査に正当な理由なく協力しないとき又は条

例の規定に基づく勧告に正当な理由なく従わないときは、本契約を解除することができる。 

 

 

 

 

特記仕様書 

 

発注者と本契約を締結した受注者は、この契約の履行に関して、発注者の職員から違法又は

不適正な要求を受けたときは、その内容を記録し、直ちに発注者の天王寺区役所企画総務課（連

絡先：06-6774-9625）に報告しなければならない。 

 

 

 

 

（特記仕様書 発注者：派遣先、受注者：派遣元事業主） 

 

 


